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研究成果の概要 

研究目的、研究計画、研究方法、研究経過、研究成果等について記述すること。必要に応じて用紙

を追加してもよい。（先行する研究を引用する場合は、「阪大生のためのアカデミックライティン

グ入門」に従い、盗作剽窃にならないように引用部分を明示し文末に参考文献リストをつけるこ

と。） 
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A. 研究目的 

A-1．研究の動機 

法整備支援は、時間的・財政的・人的資源を伴うコストの高い政策手段である。それにもかか

わらず、多くの国が長期にわたり法整備支援を継続している。このことは、法整備支援が何らか

の効果をもたらすと期待されてきたのではないだろうか。では、法整備支援はどのような効果を

期待され、実現されたのか。本研究は、この問いから出発する。 

支援国の政府文書や関連報告書において、法整備支援は長らく、法の支配や制度能力の向上と

いった規範的目的から説明されることが多かった。しかし 2010 年代以降、とりわけアメリカをは

じめとする支援国の関連報告書等で、法整備支援が支援国にとっての実質的利益、すなわち自国

企業の外国直接投資（FDI）環境の整備に資する手段として明示的に位置づけられるようになった

1。日本においても、法整備支援の指針は、2009 年まで掲げられていた「法の支配の定着」「環境

整備」「グローバルルールの遵守」などといった目的に加え、2013 年には「日本企業の海外展開

に有効な貿易・投資環境整備や環境・安全規制の導入支援」が明示的に盛り込まれている2。 

一方で、海外直接投資の決定要因に関するサーベイでは、①ビジネスのしやすさ、②政治環境

の安定性、③法の支配の強さが主要な要因として挙げられている3。仮に法整備支援の主たる目的

を自国企業の外国直接投資促進に比重を置くのであれば、これらの要因のうち、とりわけ「ビジ

ネスのしやすさ」を支援先国において実現することが重点的に追求されることになるだろう。 

本研究は、この点に着目し、法整備支援を経験した国の外国直接投資規制が、そうでない国と

比べてどのような制度的特徴を持つのかを検討する。とりわけ、法整備支援が、支援国の制度と



様式６ 

申請先学部  法学部 採択番号 No. ３    
 

の類似化（H1）や、投資規制の緩和（H2）を通じて、支援先国における「ビジネスのしやすさ」

を実際に実現しているのかを分析する。 

A-2．先行研究の文脈における本研究の位置付け 

A-2-１．開発理論と深く絡まる法整備支援の目的 

本研究で対象とする法整備支援は、ODA として実施される支援であり、行動面では一般に「支

援受入国が行う法・司法制度およびこれに関連する制度整備の努力を支援すること」4と説明され

る。このように、法整備支援は何を行っているのかという点については、比較的明確に定義する

ことができる。 

一方で、法整備支援が何を目的として実施されているのかについては、必ずしも一義的に説明

することができない。法整備支援の目的はしばしば、開発理論の文脈で語られ、その時代ごとの

開発理論と深く結びつきながら展開してきたと指摘されている5。例えば、法整備支援の第一段階

（1960 年代）6では、ロストウの経済成長段階論と「輸入代替工業化」の発想の下で、経済発展を

促す制度整備が重視された7。それが第二段階（1980 年代）8には、構造調整の発想に影響を受け、

規制緩和や市場化が支援内容の中心となった9。さらに、現在の法整備支援である第三段階（1990

年代以降）10では、「良い政府 (good government)、および良い政府が市場と手を相携えた国家に

おける良い統治 (good governance)」の発想の下に法整備支援の目的があるとされている11。 

つまり、1990 年以前の法整備支援では「法律」そのものが対象とされていたのに対し、1990

年代以降は法制度がガバナンスの一部として理解され、「法の支配と開発」という文脈で意味づ

けられるようになったと理解されている12。しかし同時に、現在の法整備支援の目的は、1990 年
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代以降の混迷する開発理論に影響され、「経済開発、グッド・ガバナンス、法の支配、エンパワメ

ント、平和構築など」と拡散し、支援が要請へ応じられているかが不明確という懸念も存在する

13。 

本研究は、このような状況の中で、2010 年代以降、これまで副次的な目的だった自国投資家の

投資先づくりという目的が支援国側のインセンティブとして明示化された点に注目する。この目

的の明示化は、法整備支援の目的構造を一層複雑化させ、「支援が要請へ応じられているか」が、

より不明確になる可能性を考える。 

A-2-２．「法の移植」として論じられる法整備支援 

法整備支援は、「法の移植」あるいは「法の継受」という文脈で論じられてきた14。これらの

議論に共通する論点は、一国の法制度が他国に導入されたとき、受入国の法制度が、移植・継受

元と同質の形で実際に機能しうるのかという点にある。この点について、先行研究の間では見解

が分かれている。すなわち、法制度の導入それ自体が、受入国においても一定の制度的効果を発

揮すると捉える立場がある一方で、その効果の現れ方は受入国の社会的・制度的文脈に強く依存

し、移植・継受元と同様の制度として機能するとは限らないと捉える立場もある。 

前者の立場を代表するのが、La Porta et al. による “Legal Origin Theory” である。La Porta 

et al.（1998, 2008）は各国を English, German, French, Scandinavian といった法起源に分類し、

法起源の違いが株主保護、債権者保護15、外部投資家の保護16に差異をもたらしていることを示し

た。つまり、彼らの議論は、法の継受が受入国の制度に一定の影響を及ぼしうることを示唆して

いる。 
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これに対し、Berkowitz et al. (2003) は、法制度の移植が移植元と同様の機能を自動的に生み

出すとは限らないと指摘する。彼らは、法典上の法 (“law on the books”) と実際に機能する法

(“law in action”) を区別し17、法典は西欧法への収斂が見られる場合であっても、法制度の実際の

機能や有効性は国ごとに大きく異なり続けていると主張する18。すなわち、法は認知的制度

（“cognitive institution”）19であり、受入国の社会的価値観と整合的な法制度は機能する一方で、

そうでない法制度は形骸化する可能性が高い、という主張と理解できる。 

仮に法整備支援を「ある国に外国人が赴いて主権国家の作用である立法・司法・法執行に何ら

かの形で関与しようとする」「違和感」20ある行為として捉えるならば、他国の法制度が受入国に

おいてそのまま機能することについては慎重に考える必要がある。 

もっとも、受け入れ国自身が、外国投資家に対して自国の制度が投資家母国の法的基準に適合

していることをシグナルとして示そうとする戦略的判断のもとで、特定の法制度を参照・採用す

る可能性も指摘されている21。 

しかし、本研究は、こうした受入国の選択可能性を前提にしつつも、法制度の実際の機能は、

最終的には受入国の社会的・制度的文脈との適合性に左右されるとする Berkowitz の主張に近い

視点を採用する。すなわち、受入国の要望の有無に関わらず、受入国の制度的文脈を十分に考慮

しない法整備支援は、形式的な制度導入にとどまり、「形骸化」する可能性があると考える。 

A-2-３．類似した制度環境への投資行動 

海外投資行動に関する研究では、投資家が自国と類似した制度環境を有する国を投資先として

選好する傾向が指摘されている22。Beezer & Blake（2018）は、投資家が自国と同程度の司法の
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独立性を有する国に投資する可能性が高いことを実証し、そのロジックとして、投資家が自国の

政治的・法的制度の下で形成してきたスキルや経験を、海外投資においても活用しやすい制度環

境を選好する点を挙げている23。 

本研究の文脈では、仮に法整備支援が制度的変化を生み出し、その変化が投資家にとって経験

を活かしやすい環境（≒投資家母国との類似）を形成するのであれば、支援国の投資家による直

接投資が促進される可能性がある。もっとも、投資判断において重視されるのは形式的な法制度

ではなく、実際に機能する制度環境（”law in action”）である点には留意が必要である。 

A-2-4．先行研究の小括 

以上の先行研究は、本研究における法整備支援をめぐって、少なくとも三つの重要な論点を示

している。第一に、1990 年代以降の法整備支援は、開発理論の変遷や支援国側のインセンティブ

の変化を背景として目的が複雑化しており、「支援の要請」に対応できているのかが不明確にな

っている点である。第二に、移植・継受された法制度は、受入国の社会的・制度的文脈との適合性

に依存して機能し、その適合性を欠く場合には、制度が「形骸化」する可能性がある点である。第

三に、投資家が制度環境の類似性を重要な判断材料として投資先を選択する可能性がある点であ

る。 

A-3．仮説の提示 

以上を踏まえると、法整備支援を通じて制度が導入された場合であっても、その制度がどのよ

うな形で機能するのかについては一様ではないことを示している。 
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本研究は、こうした背景を下に、法整備支援が支援国投資家にとっての「ビジネスのしやすさ」

を実際に形成しているのかを検討するため、以下の仮説を設定する。 

A-3-1．仮説①（H1）：類似度に着目 

これまでの議論を踏まえ、法整備支援を通じて支援先国の制度が支援国の制度と類似すること

は、投資家にとって制度的予測可能性を高め、「ビジネスのしやすい」環境を形成すると考えら

れる。この点を検証するため、次の仮説を設定する。 

【H1：類似度】 

法整備支援を一度でも受けた国（レシピエント国）は、法整備支援を一度でも行なった国 

（ドナー国）と比較して、「ビジネスのしやすさ」を示す制度的指標に有意な差はない。 

 

A-3-2．仮説②（H２）：規制水準とその変化に着目 

もっとも、外国参入規制が厳しいほど外国直接投資（FDI）の流入が抑制されることが実証さ

れている24。したがって、投資家にとっては、制度が支援国と類似しているか否かに加えて、参入

規制の水準そのものが緩やかであること自体が、「ビジネスのしやすい」環境を形成すると考え

られる。そこで本研究は、以下の仮説を設定する。 

【H2-1：水準そのもの】 

法整備支援を一度でも受けた国（レシピエント国）は、法整備支援を一度でも行なった国 

（ドナー国）と比較して、FDI 参入規制の水準に有意な差がある。 

 

さらに、法整備支援を通じて支援国の制度的影響が及ぶのであれば、FDI 参入規制の水準は時

間を通じて変化する可能性がある。また、その変化の有無や方向性は、法整備支援の継続性や途

切れの有無によって左右されると考えられる。そこで本研究は、以下の仮説を設定する。 
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【H2-2：規制水準の変化の有無】 

法整備支援を一度でも受けた国（レシピエント国）は、 

法整備支援を一度も受けたことがない国と比べ、FDI 参入規制が変化する可能性が高い。 

 

【H2-3：規制水準の変化の方向性】 

FDI 参入規制が変化する場合、その変化は規制緩和の方向に進み、 

この傾向は法整備支援の継続期間や途切れの有無によって異なる。 

 

最後に、規制水準の変化は、単なる緩和にとどまらず、支援国の制度水準への接近として現れ

る可能性もあるため、以下の仮説を設定する。 

【H2-4：変化の向き先】 

法整備支援を一度でも受けた国（レシピエント国）において 

変化した FDI 参入規制は、ドナー国の規制水準に類似する方向で現れる。 

B. 研究方法25 

本研究では、法整備支援が「ビジネスのしやすさ」を実際に形成しているのかを検証するため、

ケーススタディと計量分析を組み合わせた分析を行う。具体的には、まず個別事例を通じて問題

の所在を明らかにした上で、その背景にある制度的要因（≒法起源）が一般的な傾向として観察

されるのかを計量的に検証する。 

B-1．ケーススタディ 

ケーススタディでは、アメリカによるベトナムへの法整備支援（USAID STAR PROGRAMS）

を取り上げる。当該支援は、後続プログラムにおいて米国企業の外国直接投資環境の整備が目的

として明示された点で特徴的であり、海外投資を目的とした法整備支援の制度的帰結を検討する

のに適している。 
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B-2．計量分析 

B-2-1．全体の把握（H1, H2-1） 

まず、法整備支援26の経験がある国の制度が支援国の制度に類似しているか（H1）、また支援

国と比べて外国参入規制の水準が緩やかであるか（H2-1）を把握する。 

前者については、World Bank の Doing Business に含まれる「Ease of Doing Business 

Score」を用い、支援国と支援先国のスコア差が小さいほど、両国のビジネス環境が類似している

と捉える。後者については、OECD の FDI Regulatory Restrictiveness Index（FDIRRI）を用い、

スコアが０に近いほど、外国投資家に対する参入規制が緩やかであると解釈する。 

いずれの指標においても、比較するベースは法整備支援を一度でも実施した国とし、法整備支

援を一度でも受けた国とのスコア差を標準偏差によって算出する。 

B-2-2．法の起源の考慮（H2-2、H2-3、H2-4） 

まず、法整備支援が規制水準の「変化」をもたらしているかを検討するため、国×年×セクタ

ー別 FDIRRI を用いて、参入規制が変化したか否かを分析する（H2-2）。その上で、規制が変化

した場合に、その方向が規制緩和であるか（H2-3）、またその変化が支援国の規制水準に近づく

方向で生じているか（H2-4）を国×年別に集計された FDIRRI を用い、検討する。 

もっとも、ケーススタディで観察された制度的帰結は、法整備支援の成否のみならず、法の起

源に固有の制度的特性による影響である可能性も否定できない。ベトナムは La Porta et al. 



様式６ 

申請先学部  法学部 採択番号 No. ３    
 

(2008) による法起源分類では French 法起源に属する国であり、同理論においては外部投資家の

保護が相対的に弱い制度環境を有するとされている27。 

この点を踏まえ、これらの指標においては、比較するベースは法整備支援を受けたことのない 

French 法起源の国とする。これは、ケーススタディで観察された制度的帰結が、法整備支援によ

る影響なのか、法起源に固有の制度特性によるものなのかを切り分けて検討するためである。 

C. 研究成果 

C-1．ケーススタディ：ベトナムにおける USAID の STAR PROGRAMS 

〜自国投資家への良い環境づくりになったのか？〜 

本節では、ベトナムに対するアメリカ（USAID）の The Support for Trade Acceleration Project

（STAR）を事例として取り上げ、法整備支援が「自国投資家の外国直接投資促進」という目的を

明示的に掲げた場合であっても、制度が想定された形で機能しない可能性を検討する。 

C-1-1．STAR I：BTA 履行を中心とする法・規制改革支援 

STAR I（2001‒2006）は、米越二国間通商協定の交渉・履行に関わる制度整備支援の文脈で位

置づけられていた。米下院の委員会文書では、当該支援は、ベトナムの「法・規制枠組みの変更」

を理解・実施する支援を行っていることを述べ28、米企業の投資先の環境づくりの話はなかった。 
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C-1-2．STAR II/PLUS：投資目的の明示化 

これに対し、後継の STAR II（2006‒2010）および STAR Plus では、貿易改革に加えて投資改

革が目的として明示されるようになり、投資・貿易・民間部門成長にとって魅力的な環境を確保

することを目的としている29。このように、後継プログラムでは投資が目的に明示的に組み込ま

れ、法整備支援に、自国企業の外国直接投資環境の整備が強く意識されていたと理解できる。 

C-1-3．投資目的化の下での制度設計と現実の「ギャップ」：仲裁法支援を例に 

もっとも、法整備支援における投資目的の明示化が、そのまま投資先国の制度変更に繋がり、

それが支援国の投資家にとって好ましい環境になるとは限らない。佐藤（2021）は、STAR 

PROGRAMS の一部としてアメリカが行わったベトナムに対する仲裁法起草支援の評価で、起草

の背景に国際仲裁の促進を通じて外国投資家の権利実現を容易にし、市場経済化を加速させよう

とする狙いがあった可能性があると述べ、制度設計が直ちに実務を変えるわけではない点を繰り

返し強調し、当該支援活動の限界を論じている30。 

具体的には、米国側は、外国投資家の権利実現を促す制度設計として、仲裁廷が保全措置を命

じ得る規定（当時の仲裁法 33 条）を設けたとされる。しかし佐藤（2021）によれば、その後、ベ

トナムの裁判所が同規定に基づいて保全処分を命じた事例は確認されていない。さらに、国内の

実情を背景として、不当な仲裁人が損害賠償責任を負う条項（商事仲裁法 49 条 5 項）が追加さ

れ、結果として米国側の「目論見」とは遠のいたと彼は評価する。佐藤（2021）はまた、「援助
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受け入れ国の政治経済社会の実態に照らして十分に分析、考慮しない立法」は「そう簡単に実務

を変革することができない」と述べる。 

C-1-4．ケーススタディの小括 

以上の STAR PROGRAMS 事例は、STAR I から STAR II／STAR Plus への移行に見られるよう

に、法整備支援が「自国企業の外国直接投資促進」という目的を明示的に掲げ、これにより比重

を置いた場合であっても、そのこと自体が目的達成につながるわけではないことを示している。 

もっとも、この制度的帰結は、法整備支援の設計や実装の問題として理解される余地がある一

方で、ベトナムが French 法起源に属し、外部投資家の保護が相対的に弱いとされる制度的特性

を有しているという“Legal Origin Theory”によって説明される可能性も否定できない。したがっ

て、観察された結果が法整備支援そのものの影響なのか、それとも法の起源に固有の制度的要因

によるものなのかを切り分けて検討する必要がある（→C-2-2 以降）。 

C-2．計量分析 

C-2-1．制度環境の類似性と規制水準（H1・H2-1） 

まず、法整備支援を経験した国の制度が支援国の制度に類似しているか（H1）、また支援国と

比べて外国直接投資に対する参入規制の水準が緩やかであるか（H2-1）を検討した。 

前者の Doing Business を用いた分析では、法整備支援を経験した支援先国は、支援国と比較

して「ビジネスのしやすさ」スコアに有意な差を示しており、その差は法整備支援関係が存在し

ない国との比較よりも大きかった。しかも、その方向は、支援先国の方が「ビジネスがしにくい」
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方向であった（Figure 1）。後者の FDIRRI を用いた分析では、支援先国の方が支援国よりも外国

直接投資に対する参入規制が厳しい傾向が確認された（Figure 3）。個人主義的価値観が強い社会

ほど FDI 規制が緩やかであること31を踏まえ、個人主義指標を統制した場合でも、この差は有意

に残った（Figure 2, Figure 4）。 

 

 
Figure 1（統制なし） Figure 2（統制あり） 

 
Figure 3（統制なし） Figure 4（統制あり） 

これらの結果はいずれも、制度の類似化（H1）や規制の緩やかさ（H2-1）を想定した仮説を支

持しない。 

C-2-2．FDI 参入規制の水準は変化するのか（H2-2） 

次に、法整備支援が規制水準の「変化」そのものをもたらしているかを検討した。セクター別 

FDIRRI を用いた分析の結果、制度変化の有無は一様ではなく、法起源や支援の継続性によって大
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きく左右されることが確認された。具体的には、French 法起源と比べ、German 法起源の国では、

法整備支援が継続する場合に規制が変化する可能性が高い一方、English 法起源の国では、規制

変化が生じにくい傾向が観察された（Figure 5、Figure 6）。 

 
Figure 5（DV＝法整備支援の途切れ具合）     Figure 6（DV＝法整備支援の継続具合） 

C-2-3．FDI 参入規制の水準はどの方向に変化するのか（H2-3） 

規制が変化した場合の方向性を検討すると、French 法起源の国と比べ、English 法起源の国

では規制が強化される傾向が見られたのに対し、German 法起源の国では規制が緩和される方向

での変化が確認された（Figure 7）。 

C-2-4．変化した FDI 参入規制の水準はドナー国の水準に近づくのか（H2-4） 

最後に、規制水準の変化がドナー国の制度に接近する形で生じているかを検討した。その結果、

English 法起源の国では、参入基準が変化してもドナー国の水準に類似する傾向は弱いままだった

が、法整備支援が一時的に途切れた場合には、ドナー国平均に近づく動きが一部観察された

（Figure 8）。 
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Figure 7 Figure 8 

C-2-5. 計量分析の小括 

計量分析の結果、法整備支援は、投資規制の観点から見て、支援国制度への類似化や支援先国

の規制緩和を自動的にもたらすものではないことが明らかになった。 

むしろ、法整備支援の制度的帰結は、支援の有無それ自体よりも、支援先国の法起源や支援の

継続性といった条件によって大きく左右される32。ただし、規制基準の変化の方向性に関しては、

“Legal Origin Theory” のみでは十分に説明できないことがわかった33。 

C-3．分析結果の総括 

以上の計量分析の結果は、ケーススタディで得られた知見と整合的である。すなわち、支援国

側投資家の利便性を前提とした法整備支援の制度設計が、受入国の司法能力や社会的・制度的文

脈との適合性を十分に考慮しないまま進められる場合、制度は「形骸化」し得る。 

この点は、法制度を認知的制度と捉え、制度の機能が受入国の社会的・制度的文脈との適合性

に左右されるとする Berkowitz et al. (2003) の議論と整合的である。 
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したがって、法整備支援を自国企業の外国直接投資促進の手段として位置づける政策は、受入

国側の社会的・制度的文脈を前提条件として組み込まない限り、結果として支援国投資家の海外

投資のための環境づくりという目的そのものを損ないうるといえる。 

D. 研究のまとめ 

本研究は、法整備支援が支援先国の外国直接投資環境にどのような制度的影響を及ぼしている

のかについて、計量分析とケーススタディを用いて検討した。その結果、法整備支援は、支援国

への類似化や投資規制の緩和を一貫してもたらすものではなく、法起源や支援の途切れ具合や継

続性といった条件の下で、異なる可能性があることが示された。 

なお、香川・金子（2007）が指摘するように、外国直接投資は法整備支援が必要とされる要因

の一つであり34、本研究も目的それ自体を否定するものではない。しかし、支援国側の利害や自国

投資家の視点が過度に前面化した法整備支援は、受入国の制度的文脈との適合性を欠き、結果と

して当初意図した投資環境の形成に結びつかない可能性があることを本研究は示唆している。 

本研究では、1990 年代以前の法整備支援に関する一次資料へのアクセスの困難にも直面した。

これらは、法整備支援を対象とする実証研究が抱える構造的課題を示しており、今後の研究にお

いては資料保存やデータ整備の重要性が一層高まると考えられる。 

当初想定した仮説は必ずしも支持されなかったが、そのこと自体が、法整備支援の効果が自明

ではなく、条件依存的であることを示す重要な知見であった。本研究は、法整備支援を自国企業

の外国直接投資促進の手段として位置づける政策に対し、その制度的帰結を慎重に検討する必要

性を示すものである。 
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